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基盤確立事業とは・・・（法第２条第５項）

主な認定要件
１ 基本方針に適合し、当該事業を確実に遂行するために適切なものであること

２ 農林漁業由来の環境負荷の低減の効果の増進又は環境負荷の低減を図るために行う
取組を通じて生産された農林水産物の付加価値の向上に相当程度寄与するものであること

農林漁業由来の環境負荷の低減を図るために行う取組の基盤を確立するために行う事業
(①～⑥)

計画認定の
申請 認定

国（主務大臣）

事業者
〈基盤確立事業実施計画を作成〉

①先端的技術の研究開発及び成果の移転の促進
②新品種の育成
③資材又は機械の生産・販売
④機械類のリース・レンタル
⑤環境負荷低減の取組を通じて生産された農林水産物を
不可欠な原料として用いて行う新商品の開発、生産又は
需要開拓

⑥環境負荷低減の取組を通じて生産された農林水産物の
流通の合理化

（事業展開による効果の広域性や、技術の普及状況等を踏まえた先進性等が必要です。）

（地方農政局を経由して、農林水産省及び関係省庁が協議し、認定を行います。）

支援措置
○補助金等適正化法の特例
・補助金等交付財産の処分（目的外使用等）の
制限解除に関する承認手続のワンストップ化

○農地法の特例
・農地転用許可の手続のワンストップ化
○種苗法の特例
・品種登録の出願料及び登録料の減免
○食品等流通法の特例
・日本公庫による長期低利資金の貸付適用
○中小企業者向け金融支援 【非法律事項】
・日本公庫による低利資金
（新事業活動促進資金 特別利率②）の貸付適用

○課税の特例（法人税・所得税）

機械・資材メーカーによる、環境負荷低減に資する先進的な
製品の増産のための設備投資に対する資金繰りを支援

（１）資材メーカー・食品事業者等向け
化学肥料・化学農薬に代替する生産資材の専門の製造

施設・設備等の導入に対する投資促進税制（特別償却）

（２）機械メーカー向け(対象は生産者)
生産者が環境負荷低減事業活動に必要な機械を

導入する際に投資促進税制が適用（特別償却）
販売する設備について、生産者の投資初期の負担を軽減

○ 主務大臣は、機械・資材メーカーや食品事業者等が作成する基盤確立事業実施計画を認定し、
認定された計画に基づく取組を各種特例措置により支援。

※認定を受けた者に対する各種予算事業でのメリット措置
を受けられます。

基盤確立事業実施計画の認定スキーム

※生産者向け投資促進税制の対象機械としての確認を受ける場合
（①～③を満たす必要があります。）
①以下のいずれかに該当すること

・化学肥料・化学農薬の使用を低減させる設備等
・化学肥料・化学農薬の使用を低減させる事業活動の安定に不可欠な設備等

②10年以内に販売されたモデルであること
③農業者の取得価額が100万円以上になると見込まれること
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基盤確立事業の認定状況

〇 令和５年11月現在、環境負荷低減に資する研究開発や機械・資材の販売等を行う59の事業者の取組を認定。
化学肥料・化学農薬の低減に資する農業機械74機種がみどり税制の対象となっている。

〇 認定がきっかけとなって、特に化学肥料・化学農薬の低減に役立つ機械・資材等の普及に向けた取組が拡大しつつある。

資材の生産・販売（１１件）
・JA佐久浅間、全農長野県本部、佐久市
・（株）国際有機公社
・和饗エコファーム（株）、共和化工（株）
・中日本カプセル（株）
・コルテバ・ジャパン（株）
・オカモト（株）、オカモト化成品（株）
・緑水工業（株）
・（有）営農企画
・東京インキ（株）
・中越パルプ工業（株）、丸紅（株）
・横山製網（株）

研究開発・実証（４件）
・（株）TOWING
・ EF Polymer（株）
・（株）ムスカ
・（株）AGRI SMILE

新商品の開発（１件）
・（株）フレッシュフーズ

機械の生産・販売（４２件）
・（株）オーレック
・三菱マヒンドラ農機（株）
・アイケイ商事（株）
・（株）山本製作所
・（株）ルートレック・ネットワークス
・（株）アテックス
・（株）タイショー
・みのる産業（株）
・（株）ササキコーポレーション
・（株）タイガーカワシマ
・（株）イナダ
・井関農機（株）
・落合刃物工業（株）
・（株）デリカ
・（株）IHIアグリテック
・（株）クボタ

・（株）やまびこ、やまびこジャパン（株）
・ヤンマーアグリ（株）、ヤンマーアグリジャパン（株）
・（株）サタケ
・（株）誠和
・（株）天神製作所
・渡辺パイプ（株）
・金子農機（株）
・（株）タカキタ
・松元機工（株）
・（有）北四国エンジニアリング
・静岡製機（株）
・中部エコテック（株）
・（株）大竹製作所
・ハスクバーナ・ゼノア（株）
・（株）ビコン・ジャパン
・日本ニューホランド（株）
・三州産業（株）
・（株）太陽

・小橋工業（株）
・三陽機器（株）
・（株）松山
・（株）ジョイ・ワールド・パシフィック
・エム・エス・ケー農業機械（株）

中日本カプセル㈱（岐阜県）㈱ TOWING（愛知県）

三州産業㈱（鹿児島県）

緑水工業㈱（新潟県）

下水汚泥資源等を活用した肥料の
普及拡大と新潟県内のほか近隣県
への広域流通に取り組む。
みどり戦略交付金・みどり税制を
活用することで、ペレット化設備
の導入に踏み切ることができた。

農業者

長岡市緑水工業

肥効
実証試験

公的
分析機関

産業廃棄物として処分していたソ
フトカプセル製造時に発生するゼ
ラチン残さを肥料化し販売。
認定をきっかけとして、全国の肥
料メーカー等からの問い合わせが
増加したほか、実証試験への協力
を得られやすくなった。

輸入果実の消毒に用いる蒸熱処理技術を
応用し、薬剤によらずサツマイモ基腐病
の発病リスクを低減する装置を開発。
認定・みどり税制対象機械への追加が、
営業活動の後押しとなっている。

<蒸熱処理装置>

農地への炭素固定と有機栽培に適し
た土づくりを両立する”高機能バイ
オ炭”を開発。
認定を受けたことが、VC等からの資
金調達の後押しとなり、JAや行政、他の
みどり認定事業者との連携も拡大。

㈱イナダの機械を用いてバイオ炭を散布（香川県）

・藤樹運搬機工業（株）
・（株）FTH
・トヨタネ（株）

新品種の開発（１件）

・（地独）北海道立総合研究機構
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より持続的な農法への転換に向けた取組の推進（みどり戦略の実践拡大）
○ みどり戦略の実現に向けて、農林水産物の生産、流通、消費に至るまでの環境負荷低減と持続的な発展に向けた地域ぐるみのモ
デル地区を創出するため、現場の実践的な取組に対して、「みどりの食料システム戦略推進交付金」等により政策支援。

○ 東北管内では、令和4年度に、「有機農業産地づくり」や「グリーンな栽培体系への転換サポート」など計44件の地区で、5年度には、
51件の地区で事業が実施され、そのうち有機農業の事業では、9市町村で「オーガニックビレッジ宣言」がなされている。

○ みどり戦略の実現に向けて、農林水産物の生産、流通、消費に至るまでの環境負荷低減と持続的な発展に向けた地域ぐるみのモ
デル地区を創出するため、現場の実践的な取組に対して、「みどりの食料システム戦略推進交付金」等により政策支援。

○ 東北管内では、令和4年度に、「有機農業産地づくり」や「グリーンな栽培体系への転換サポート」など計44件の地区で、5年度には、
51件の地区で事業が実施され、そのうち有機農業の事業では、9市町村で「オーガニックビレッジ宣言」がなされている。

みどりの食料システム戦略推進交付金
（主な事業メニュー）

【推進体制整備】
地方公共団体での基本計画の点検・改善や情報発信、専門指導員の育成・確

保などを支援

【有機農業産地づくり推進】
地域ぐるみで有機農業に取り組む市町村等での有機農業の団地化、学校給食

等での利用など、生産から消費まで一貫した取組の試行を支援。2025年までにモデ
ル地区100市町村（オーガニックビレッジ宣言）を創出

【有機転換推進事業】
新たに有機農業を開始、慣行栽培から有機農業へ転換する農業者に対して支援

【グリーンな栽培体系への転換サポート】
産地に適した「環境にやさしい栽培技術」（化学肥料・農薬の使用量低減など）

と「省力化に資する先端技術等」（スマート農業技術など）を取り入れた栽培体系
の実証・検証、マニュアルづくりを支援

【バイオマスの地産地消】
地域のバイオマスを活用したエネルギー地産地消の実現に向けた調査・施設整備

や、バイオ液肥の散布実証・散布車導入などを支援

【地域循環型エネルギーシステム構築】
地域の再生エネルギー資源を活用した地域循環型エネルギーシステム構築の取組

（営農型太陽光発電のモデル的取組、未利用資源のエネルギー利用促進の調査
など）を支援

五戸町

黒石市

二本松市

大潟村

鶴岡市

川西町

米沢市

〔令和5年3月〕

〔令和5年3月〕

〔令和5年4月〕

〔令和5年2月〕

〔令和5年3月〕

〔令和5年4月〕

〔令和5年3月〕

R5補正：26.0億円
R6当初： 3.8億円

農林水産省HP「オーガニックビレッジ」のサイト
https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/yuuki/organic_village.html

〔令和5年11月17日時点では、全国で計54市町村〕

【 】内は、宣言済み市町村以外で、現在、
「有機農業産地づくり推進事業」に取り組ま
れている市町村

【岩手県：花巻市】

【福島県：喜多方市】
【山形県：新庄市、
山形市、酒田市】

東北での「オーガニックビレッジ宣言」を行った市町村

〔令和6年1月〕

一関市高畠町
〔令和5年11月〕
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みどりの食料システム戦略推進総合対策

＜対策のポイント＞
みどりの食料システム戦略及びみどりの食料システム法に基づき、資材・エネルギーの調達から生産、加工・流通、消費に至るまでの環境負荷低減と持続的発
展に地域ぐるみで取り組むモデル地区を創出するとともに、環境負荷低減の取組の「見える化」等関係者の行動変容と相互連携を促す環境づくりを支援します。

＜政策目標＞
みどりの食料システム戦略に掲げたKPI（重要業績評価指標）の達成［令和12年及び32年まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．みどりの食料システム戦略推進交付金 381（400）百万円
地域の特色を活かした持続的な食料システムの構築を支援し、モデル地区を創出します。

① 地方公共団体が、農林漁業者等と連携して行う基本計画の点検・改善に係る調査・検討、
有機農業指導員の育成・確保、特定区域の形成拡大に向けた体制整備等を支援します。
② 有機農業の団地化や有機農産物の給食利用等地域ぐるみの取組、地域外の関係者との
連携や新技術の導入等による有機農業の面積拡大の加速化、慣行栽培から有機栽培への
転換を支援します。
③ 科学技術の振興に資する以下のモデル的取組を支援します。
ア 化学肥料等の生産資材の使用低減やスマート農業技術の活用等の産地に適した技術の
検証等を通じたグリーンな栽培体系への転換・都道府県域への展開、消費者理解の醸成
イ 環境負荷低減と収益性の向上を両立した施設園芸産地の育成
ウ 地域資源を活用した地域循環型エネルギーシステムの構築

④ バイオマスプラント等の導入、バイオ液肥の利用実証等や環境負荷低減の取組を支える事
業者の施設整備等を支援します。

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］大臣官房みどりの食料システム戦略グループ（03-6744-7186）

（１の事業）

（２の事業）

市町村等
国

都道府県

民間団体等

定額、1/2以内 定額、1/2以内

定額、1/2以内、委託

（電気・熱・ガス）
バイオマス発電

SDGs対応型農業ハウス

減農薬・減肥料
（AI・ドローンによるピンポイント散布）

有機農業の団地化

堆肥の利用促進・土づくり

【行動変容に向けた環境づくり】
・食料システムの関係者への環境負荷低減意識の普及・浸透
・環境負荷低減の取組の「見える化」、J‐クレジット等の普及・創出拡大
・グリーンな栽培体系の普及に向けた情報発信 等

栽培体系の転換

有機農業の拡大

農林漁業者

都道府県
市町村

流通・小売 大学・研究機関

農機・資材メーカー
サービス事業体

地銀

食品
事業者

シンクタンク
・コンサルタント

【みどりの食料システム戦略推進交付金】
①地域の基本計画の実行や人材育成
②モデル地区の創出

耕畜連携

脱炭素化

※みどりの食料システム法に基づく特定区域の設定や計画認定者等を事業採択時に優遇します。
※優遇措置の内容は各メニューにより異なります。

２．関係者の行動変容と相互連携を促す環境づくり 270（296）百万円
フードサプライチェーンにおける関係者の行動変容と相互連携を促す環境整備を支援します。

① 見本市での展示等の情報発信、環境負荷低減の取組の「見える化」推進、J‐クレジット等
の普及・創出拡大等のみどり戦略の理解浸透
② 国産有機農産物の需要喚起、有機加工食品における国産原料の生産・取扱いの拡大
③ グリーンな栽培体系への転換に向けた技術の情報発信
④ 農山漁村での再生可能エネルギー導入のための現場ニーズに応じた専門家派遣

家畜排せつ物
バイオ液肥

販路開拓

【令和６年度予算概算決定額 650（696）百万円】
（令和５年度補正予算額 2,706百万円）
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